
（Ⅰ）物価高騰対策分

拡 ①地域とつながる商品券[第6弾]のプレミアム率引上げによる生活支援と地域経済の下支え 2億4,100万円

新 ②こども応援券の給付による子育て世帯への支援 9,200万円

新 ③住民税非課税世帯への電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金の支給 4億3,000万円

新 ④低所得の子育て世帯への生活支援特別給付金の支給 1億円

 ◆ 一般会計補正予算額 ８億６，３００万円

【歳入予算】

補正予算額
8億3,183万円

3,117万円
8億6,300万円

【歳出予算】

補正予算額
5億1,700万円
3億2,700万円

1,900万円
8億6,300万円

区 分 備 考

令和5年度4月補正予算の概要

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける市民生活を支援するため、商品券事業の拡充や子育て世帯、
低所得世帯への給付金の支給を実施するもの

（　　　：新規施策分　　　　：拡充施策分）

８億６，３００万円（累計18億1,455万円）

【累計 476億5,300万円】

国 庫 支 出 金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金など

繰 入 金 財政調整基金繰入金

合 計

区 分 備 考

合 計

扶 助 費 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金、子育て世帯生活支援特別給付金

補 助 費 等 地域とつながる商品券事業補助金、こども応援券事業負担金

そ の 他 上記事務費

1．主 な 事 業

2．予算規模及び内訳

拡新
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（◎：新規施策、〇：拡充施策）

● 令和２年度　　《累計　103億3,254万円》  
● 令和３年度　　《累計　52億2,495万円》  
● 令和４年度　　《累計　31億6,771万円》  

○ 当初予算　　　 9億6,141万円
○ワクチン接種体制の整備（追加接種・小児接種）　◎地域とつながる商品券[第4弾]　など

① ６月補正（初日採決分） 2億2,800万円
○子育て世帯生活支援特別給付金　○住民税非課税世帯等への臨時特別給付金

② ６月補正　 2億7,930万円
〇ワクチン接種体制の整備（4回目接種）　〇生活困窮者自立支援金　など

③ ６月補正（追加）　 5億5,000万円
◎地域とつながる商品券[第5弾]　◎こども応援券の給付　◎給食食材高騰対策

④ ９月補正 3億4,400万円
〇ワクチン接種体制の整備（4回目接種対象者の拡大・オミクロン株対応ワクチンの接種） など

⑤ ９月補正（追加） 3,000万円
◎肥料・畜産配合飼料価格高騰対策支援事業補助金

⑥ ９月補正（追加2） 6億7,600万円
◎住民税非課税世帯等への電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金　など

⑦ １２月補正 3億9,395万円
◎水道基本料金減免　◎養魚配合飼料価格高騰対策支援事業補助金　など

⑨ ３月補正 4,061万円
△3億3,556万円 （精算調整）

◎指定管理事業に対する補てん　〇地域とつながる商品券[第5弾]（追加計上）　など

● 令和５年度　　《累計 18億1,455万円》  
○ 当初予算　　　 5億8,155万円

◎地域とつながる商品券[第6弾]　◎エネルギー価格高騰対策支援金
〇給食食材高騰対策

① ４月補正　 3億7,000万円
〇ワクチン接種体制の整備

② ４月補正（臨時）　 8億6,300万円
○地域とつながる商品券[第6弾]（プレミアム率引上げ）　◎こども応援券
◎住民税非課税世帯への電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金
◎低所得の子育て世帯への生活支援特別給付金

（令和５年３月２０日定例会）

（３月２０日定例会）

（４月２８日臨時会）

（９月２８日定例会）

（９月２８日定例会）

（９月２８日定例会）

（１２月１９日定例会）

（令和５年２月２８日定例会）

（６月２８日定例会）

（令和４年３月２２日定例会）

（６月　７日定例会）

（６月２８日定例会）

新型コロナウイルス感染症・物価高騰対策予算の推移　　《累計　205億3,975万円》 
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1 拡 地域とつながる商品券事業(商工観光課)

プレミアム付商品券［第6弾］のプレミアム率を20％から40％に引き上げることにより、

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける市民生活の支援及び地域経済の

下支えを行うもの。

実施主体 宇和島市地域とつながる商品券事業実行委員会
（宇和島市、宇和島商工会議所、吉田三間商工会、津島町商工会、郵便局）

プレミアム率 40％
発行冊数 11万冊（15億4,000万円、うちプレミアム分4億4,000万円）
販売単位 1冊1万円（1枚1,000円×14枚）　※1人当たり2冊まで

応援券6枚 … 大手スーパー・ドラッグストア・ホームセンター等
を除く取扱店で使用可能

共通券8枚 … すべての取扱店で使用可能

購入対象者 市民（希望者）
販売期間 令和5年6月8日～8月31日（予定）
利用期間 令和5年6月8日～9月30日（予定）
商品券販売所 市内郵便局（30局）他（予定）　
消費喚起額 15億4,000万円
(プレミアム率引上げに係る経費に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当)

※アンダーライン箇所が当初予算からの拡充・変更

2 新 こども応援券事業（こども家庭課）

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける子育て世帯に対する商品券の

給付により、子どもたちの健やかな成長と生活を応援するもの。

対象者 約8,600人 平成17年4月2日以降に生まれた者で、

①令和5年6月1日時点で市の住民登録があるもの
②令和5年9月29日までに転入・出生し、9月29日

までに住民登録したもの

給付内容 対象者1人当たり1万円分のこども応援券
※地域とつながる商品券[第6弾]の共通券（1枚1,000円×10枚）

給付方法 令和5年6月中旬（予定）から対象者の世帯主へ応援券を送付
利用期間 応援券到着から令和5年9月30日（予定）まで
応援券取扱店 地域とつながる商品券[第6弾]の共通券の取扱店舗と同じ
(新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当)

【 主要な事業について 】

241,000千円 (463,000千円)

92,000千円

新 ：新規施策分

拡 ：拡充施策分

（ ）は累計
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3 新 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金事業(福祉課)

エネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい

低所得世帯（住民税非課税世帯）に重点支援給付金を支給するもの。

支給対象 住民税非課税世帯（約14,000世帯）　（基準日：令和5年6月1日）　
基準日において、市の住民登録があり、世帯構成員全員が令和5年度分
住民税均等割非課税である世帯

支給方法等（予定）
①プッシュ型

令和5年7月中旬（予定）に住民税非課税世帯へ振込通知書を送付
口座登録・変更、受給拒否等の場合のみ届出必要（提出期限：7月下旬（予定））
8月中旬（予定）に指定口座へ振り込み

②申請型

未申告者等を含む世帯は申請必要（受付開始時期：7月中旬（予定））
支給決定後、指定口座へ振り込み（支給時期：申請書受理から概ね14日後）
提出期限：令和5年10月31日（予定）

支給額 1世帯あたり3万円
財源 国庫支出金(10/10)

4 新 子育て世帯生活支援特別給付金事業(こども家庭課)

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に直面する低所得の子育て世帯の生活を支援する

ため、特別給付金を支給するもの。
.

支給対象

低所得のひとり親世帯　（支給対象児童数 約1,000人）

①令和5年3月分の児童扶養手当の支給を受けている世帯
②公的年金等を受給していることにより、令和5年3月分の児童扶養手当の支給を

受けていない世帯
※児童扶養手当に係る支給制限限度額を下回る者に限る。

③家計が急変し、収入が児童扶養手当の対象となる水準に下がった世帯

その他の低所得の子育て世帯　（支給対象児童数 約940人）

④令和4年度「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金
（ひとり親世帯以外の低所得の子育て世帯分）」（以下「令和4年度給付金」という。）
を受給した世帯

⑤④のほか、令和5年3月31日時点で18歳未満の児童（特別児童扶養手当の
支給対象である障がい児の場合、20歳未満。）を養育しており、家計が急変し、
住民税均等割が非課税相当の収入の世帯

支給方法等（予定）

①の対象者

申請不要。5月下旬（予定）に児童扶養手当支給口座へ振り込み。

④の対象者

申請不要。5月下旬（予定）に令和4年度給付金支給口座へ振り込み。

上記以外の対象者

申請必要（受付開始：7月上旬（予定））。支給決定後、順次指定口座へ振り込み。

支給額 児童1人当たり5万円
財源 国庫支出金(10/10)

430,000千円

100,000千円
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